




















アル」（以下 ,統一的な基準マニュアル）が公表され ,地方公共団体に対して 2017年度までに統一
的な基準による財務書類の作成を完了することが要請された。総務省によれば ,2019年 3月末時点
において ,全国 1,788団体のうち 94.8%にあたる 1,695団体がすでに一般会計等財務書類を作成済
みであり ,総務省方式改訂モデルの根拠となる固定資産台帳については全国の団体のうち 99.4%が











計算思考にも金銭計算と価値計算との 2つの領域の区別を必要」（亀井 2013, p.159）とし，記録シス
テムとして複式簿記を導入することを前提として，各計算書との関連について検討されている。
　公会計における「計算書の 4本化」の根拠について，公会計の近代化が企業会計化することで













































































































【取引例 1】 （単位 : 百万円）
項　　　　目 金　額
① 住民税の調整 500 
② 住民税の収入 450 
③ 道路の建設（検査確認） 500 
④ 国補助金収入（道路関係） 100 
⑤ 道路の建設（支払い） 400 
⑥ 職員給与支払い 150 
⑦ 消耗品の購入（納品） 20 
⑧ 公共施設使用料の収入 50 
【仕訳例 1】 （単位 : 百万円）
借　　　方 貸　　　方
① 未収金 500 税収等 500 
② 税収等収入 450 未収金   450 
③ 工作物（インフラ資産）   500 未払金   500 
④ 国県等補助金収入 100 国県等補助金 100 
⑤ 未払金 400 公共施設等整備費支出 400 
⑥ 職員給与費   150 人件費支出   150 
⑦ 物件費    20 未払金    20 




















【取引例 2】 （単位 : 百万円）
項　　　　目 金　額
② 住民税の収入 450 
④ 国補助金収入（道路関係） 100 
⑤ 道路の建設（支払い） 400 
⑥ 職員給与支払い 150 





【仕訳例 2】 （単位 : 百万円）
借　　　方 貸　　　方
② 現金 450 税収等   450 
④ 現金 100 国県等補助金 100 
⑤ 公共施設等整備費 400 現金 400 
⑥ 職員給与費   150 現金   150 





【仕訳例 2́】 （単位 : 百万円）
借　　　方 貸　　　方
② 税収等 450 歳入歳出   450 
④ 国県等補助金 100 歳入歳出 100 
⑤ 歳入歳出 400 公共施設等整備費 400 
⑥ 歳入歳出   150 職員給与費   150 





⑤公共施設等整備費 400 ②税収等 450





払金」へ科目変換される。取引例 1の非現金取引を取引例 2に加えると，下記の仕訳例 3のような
仕訳が行われる。
【仕訳例 3】 （単位 : 百万円）
借　　　方 貸　　　方
① 未収金 500 税収等 500 
② 現金 450 未収金   450 
③ 工作物（インフラ資産）   500 未払金   500 
④ 現金 100 国県等補助金 100 
⑤ 未払金 400 現金 400 
⑥ 職員給与費   150 現金   150 
⑦ 物件費    20 未払金    20 




借 残 高 貸 借 純資産変動 貸
　現　金 50 ③未払金 500 ⑥職員給与費 150 ①税収等 500
①未収金 500 ⑦未払金 20 ⑦物件費  20 ④国県等補助金 100








歳 入 歳 出 勘 定：業務活動支出＋投資活動支出＋財務活動支出＋資金収支額 ＝業務活動収入＋投資活動収入＋財務活動収入
残 高 勘 定 ： 資　産 ＝ 負　債 ＋ 純　資　産





歳 入 歳 出 勘 定 ´：＋業務活動支出＋投資活動支出＋財務活動支出＋資金収支額 ＝ ｜ －業務活動収入－投資活動収入－財務活動収入 ｜
残 高 勘 定 ´： ＋資　産 ＝ ｜ －負　債 － 純　資　産 ｜









　上記の会計平衡公式から，歳入歳出勘定 ́ ，残高勘定 ́ ，純資産変動勘定 ́といった計算目的勘
定間において論理的に振替関係が成立しなければ，計算目的勘定が同レベルで設定されているとは
言えないと考えられる。




図 3　歳入歳出勘定 ́ と残高勘定 ́ の相互関係










　つぎに，残高勘定 ́と純資産変動勘定 ́の振替関係を考察する。純資産変動勘定 ́の純資産変動
額は，残高勘定 ́の純資産勘定に振り替えられる。この振替関係，すなわち計算目的勘定の相互関
係について Tフォームで表すと，以下のようになる。
図 4　残高勘定 ́ と純資産変動勘定 ́ の振替関係






＋ 非現金 － － 負 債 ＋
＋ 現　金 － － 純資産 ＋
＋ 歳入歳出́ ＋
＋ 業務活動支出 － － 業務活動収入 ＋
＋ 投資活動支出 － － 投資活動収入 ＋




＋ 非現金 － － 負 債 ＋
＋ 現　金 － － 純資産 ＋
＋ 純資産変動́ ＋
＋ 純行政コスト － － 財　源 ＋










借 残 高 貸 借 行政コスト 貸
①未収金 500 ②未収金 450 ⑥職員給与費 150 ⑧使用料及び手数料 50
③工作物 500 ③未払金 500 ⑦物件費 20
⑤未払金 500 ⑦未払金 20
借 純資産変動 貸 借 資金収支 貸
①税収等 500 ②税収等収入 450 ⑤公共施設等整備費支出 500





残 高 勘 定： 資　産 ＝ 負　債 ＋ 純　資　産
純資産変動勘定： 純行政コスト＋純資産変動額 ＝ 財　源 ＋ 固定資産等の変動
資 金 収 支 勘 定：業務活動収入＋投資活動収入＋財務活動収入＝業務活動支出＋投資活動支出＋財務活動支出＋資金収支額





残 高 勘 定 ´： ＋資　産 ＝ ｜ －負　債 － 純　資　産 ｜
純資産変動勘定 ´： ＋純行政コスト＋純資産変動額 ＝ ｜ －財　源 － 固定資産等の変動 ｜
資 金 収 支 勘 定 ´：＋業務活動収入＋投資活動収入＋財務活動収入＝｜－業務活動支出－投資活動支出－財務活動支出－資金収支額 ｜





　つぎに，資金収支勘定 ́の資金収支額勘定から残高勘定 ́の現金勘定への振替関係を Tフォーム
で表すと，以下のとおりである。
図 5　残高勘定 ́ と資金収支勘定 ́ の振替関係




図 6　残高勘定 ́ と行政コスト勘定 ́ の振替関係
＋ 残　　高́ ＋
＋ 非現金 － － 負 債 ＋
＋ 現金 － － 純資産 ＋
＋ 資金収支́ ＋
＋ 業務活動収入 － － 業務活動支出 ＋
＋ 投資活動収入 － － 投資活動支出 ＋




＋ 非現金 － － 負 債 ＋
＋ 現金 － － 純資産 ＋
＋ 純資産変動́ ＋
＋ 純行政コスト － － 財　源 ＋




＋ 経常費用 － － 経常収益 ＋
＋ 臨時損失 －














































総務省（2007），資料 1-1「試行報告書の概要」 新地方公会計制度実務研究会（第 3回）
総務省（2015），「統一的な基準による地方公会計マニュアル」
＋ 残　　高́ ＋
＋ 非現金 － － 負 債 ＋
＋ 現　金 － － 純資産 ＋
＋ 行政コスト́ ＋
＋ 経常費用 － － 経常収益 ＋
＋ 臨時損失 －
＋ 純行政コスト － － 臨時利益 ＋
＋ 資　　金́ ＋ ＋ 資金収支́ ＋
＋ 業務活動支出 － － 業務活動収入 ＋
＋ 投資活動支出 － － 投資活動収入 ＋
＋ 財務活動支出 － － 財務活動収入 ＋
＋ 資金収支額 －－ 資金差額 ＋
振　替
振　替
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